
これからの地域と学校

～コミュニティ・スクールと地域学校協働活動～

滋賀県教育委員会事務局生涯学習課
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１．はじめに 背景
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１．はじめに 背景

学校 地域

地域とともにある
学校づくり

学校を核とした
地域づくり
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１．はじめに 背景
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１．はじめに 教育基本法改正と学習指導要領

2025.9.2
滋賀県教育委員会事務局職員研修会
講師 福田 範史 氏 資料より引用

5



１．はじめに コミュニティ・スクールに関する議論等の経緯

2025.9.2
滋賀県教育委員会事務局職員研修会
講師 福田 範史 氏 資料より引用
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１．はじめに

2025.9.2
滋賀県教育委員会事務局職員研修会
講師 福田 範史 氏 資料より引用
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１．はじめに 滋賀の教育大綱（第4期滋賀県教育振興基本計画）

8



２．コミュニティ・スクールとは
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３．コミュニティ・スクールの意義（制度のメリット）
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４．「学校運営協議会制度」と「学校評議員制度」の違い
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５．コミュニティ・スクールの有用性
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６．地域学校協働活動とは
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地域学校協働活動とは、地域住民、学生、保護者、ＮＰＯ、民間企業、団体・機関等の幅広い地域住民等 の参画を得て、地域全体で子供
たちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目指 して、学校と地域が相互にパートナーとして連携・協働して行う
様々な活動です。 次の時代を担う子供たちに対して、どのような資質を育むのかという目標を共有し、学校と地域が連携・ 協働します。

６．地域学校協働活動とは



「実働」機関

「審議」機関

７．コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進
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８．コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進
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８．コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進
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９．教職員の働き方改革との関連
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９．教職員の働き方改革との関連
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９．教職員の働き方改革との関連
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９．教職員の働き方改革との関連
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10．令和７年度 コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動実施状況調査
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11．コミュニティ・スクールの導入状況-学校数- 令和７年５月１日時点

コミュニティ・スクールを
導入している学校数

22,009/33,910校
（教育委員会が学校運営協議会を設置している学校数）

全国の公立学校のうち、
64．9％

がコミュニティ・スクールを導入

制度化 H17

努力義務化 H29
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１2．コミュニティ・スクールの導入率（令和３年度以降の推移）-各年度5月１日時点-
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１3．コミュニティ・スクールの導入状況-校種別導入校数の推移-
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14．滋賀県教育委員会事務局生涯学習課の事業について
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14．滋賀県教育委員会事務局生涯学習課の事業について

27

令和８年４月 現在

1 ３月下旬～ 「学校を核とした地域力強化プラン」事業説明会

CSや地域学校協働活動の質的向上を目指す市町・学校・地域関係者に
対して、事業について理解を深める機会とする。
事業担当者に対して、事業の実施や運営上の留意点などを説明し、事
業の円滑な実施を図る。

・「学校を核とした地域力強化プラン」事業担当者
・市町立校園および県立学校教職員
・学校運営協議会　関係者
・地域学校協働活動　関係者
・県および市町の社会教育委員　等
・社会教育士

【事業紹介】
（オンデマンド）

２
※

６月５日（金）
13：30～

滋賀県コミュニティ・スクール推進事業研修会
（みつめなおして、よりよく①）

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の有効的な取組に係
る講演や事例発表を通して、県立学校等における円滑かつ効果的な導
入や取組の充実に資することを目的とする。
県立学校における地域学校協働活動やCSと地域学校協働活動の一体的
推進について学ぶ機会とする。

・県立学校（中学校・高等学校・特別支援学校）教職員
・「学校を核とした地域力強化プラン」事業担当者
・市町立校園および県立学校教職員
・学校運営協議会関係者　等
・県および市町の社会教育委員　等
・社会教育士

【事例紹介】
【講演】
【情報交換】

県庁東館
７階大会議室
または
オンライン

３
※

７月２日（木）
13：30～ 家庭教育支援研修会

家庭教育支援活動の現状や推進・人材確保方策等について学び、情報
交換や情報共有をすることで、県内家庭教育支援活動のさらなる充実
を図ることを目的とする。

・「地域における家庭教育基盤構築事業」実施市町担当者
・「学校を核とした地域力強化プラン」事業担当者、学校関係者
・家庭教育支援員等　・地域学校協働活動関係者
・市町家庭教育・子育て支援担当
・子育てサポーター、家庭相談員、民生委員、主任児童委員
・県および市町の社会教育委員　等
・社会教育士

【行政説明】
【講演】
【情報交換】

県庁東館
７階大会議室
または
オンライン

4
８月26日（水）
13：30～

第１回家庭教育ファシリテーター養成講座

各市町や企業で、多くの保護者が家庭教育について学ぶための場や語
り合う機会を充実させるために、家庭教育リーフレット「インター
ネットと子育て」や家庭教育学習資料を活用しながら、ファシリテー
ターとして学習講座やサロンをどのように進めていけばよいのかを学
ぶ機会とする。

・家庭教育支援員
・市町担当者
・その他関係者

【情報提供】
【演習①】
【演習②】

県庁東館
７階大会議室

5
９月17日（木）
13：30～

「学校を核とした地域力強化プラン」研修会
(みつめなおして、よりよく②）

CSや地域学校協働活動の質的向上を目指す市町・学校・地域関係者に
対して、講演を通して、具体的な体制整備に向けた手立て等を学ぶ機
会とする。あわせて、参加者の学びを深めるための情報を共有する。

・「学校を核とした地域力強化プラン」事業担当者
・市町立校園および県立学校教職員
・学校運営協議会　関係者
・地域学校協働活動　関係者
・県および市町の社会教育委員　等
・社会教育士

【講演】
【情報交換】

県庁東館
７階大会議室
または
オンライン

6
10月20日（火）
13：30～

第２回家庭教育ファシリテーター養成講座

各市町や企業で、多くの保護者が家庭教育について学ぶための場や語
り合う機会を充実させるために、家庭教育リーフレット「インター
ネットと子育て」や家庭教育学習資料を活用しながら、ファシリテー
ターとして学習講座やサロンをどのように進めていけばよいのかを学
ぶ機会とする。

・家庭教育支援員
・市町担当者
・その他関係者

【情報提供】
【演習①】
【演習②】

米原市役所１階
コンベンションホール

7
12月18日（金）
13:30～16:30

家庭教育支援実践交流会

家庭教育支援活動の現状や推進・人材確保方策等について学び、情報
交換や情報共有をすることで、県内家庭教育支援活動のさらなる充実
を図ることを目的とする。
ＣＳや地域学校協働活動との連携を進めるにあたって、参加対象を
コーディネーターやボランティアの方々まで広げる。

・「地域における家庭教育基盤構築事業」実施市町担当者
・「学校を核とした地域力強化プラン」事業担当者、学校関係者
・家庭教育支援員等　・地域学校協働活動関係者
・市町家庭教育・子育て支援担当
・子育てサポーター、家庭相談員、民生委員、主任児童委員
・県および市町の社会教育委員　等
・社会教育士

【実践事例発表】
【講演】
【情報交換】

男女共同参画センター

8
１月19日（火）
13：30～

「学校を核とした地域力強化プラン」成果報告会
県の取組事例の発表や講演を通じて、地域の将来を担う人材の育成や
「地域とともにある学校づくり」の機運を高め、今後の推進方策につ
いて学ぶ機会とする。

・「学校を核とした地域力強化プラン」事業担当者
・市町立校園および県立学校教職員
・学校運営協議会　関係者
・地域学校協働活動　関係者
・県および市町の社会教育委員　等
・社会教育士

【事例報告】
【講評】
【情報交換】

県庁東館
７階大会議室

※印の付いている研修会は「地域連携担当者」新任研修の選択研修

内容 会場

令和８年度「学校を核とした地域力強化プラン」事業に係る年間研修計画

日　時 研修名 目的（ねらい） 対象



１5．伴走支援体制と学びをつなぐ人材
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１5．伴走支援体制と学びをつなぐ人材
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滋賀県ＣＳアドバイザー



社会教育士とは？
●令和２年度から制度化。教育委員会事務局に
配置される「社会教育主事」になるための講習
や養成課程を修了した者に与えられる「称号」
です。

●コーディネート能力、ファシリテーション能力、
プレゼンテーション能力等を活かし、行政や
企業、NPO、学校等の様々な場で、人づくり
やつながりづくり、地域づくりに中核的な役割
を果たすことが期待されています。

１5．伴走支援体制と学びをつなぐ人材
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学びの質の高

まりを、地域の

方とともに

１５．まとめ
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１５．まとめ

（全国コミュニティ・スクール連絡協議会 顧問 貝ノ瀬 滋氏） 32



１５．まとめ

動画は、令和４年度に作成しました。所属は当時のものです。
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